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（契印省略）

「受動喫煙防止対策助成金の申請に係る必要書類の作成要領について」の

一部改正について

受動喫煙防止対策助成金の交付を受けようとする事業主が提出する申請書の様式

等必要書類については、平成23年9月16日付け厚生労働省発基安0916第1号厚生労働

事務次官通達「受動喫煙防止対策助成金の支給についてJ（以下「支給通達」とし寸。）

及び同日付け基発0916第6号厚生労働省労働基準局長通達「受動喫煙防止対策助成金

の支給の実施について」（以下「支給実施通達」とし寸。）により定められており、申

誇に当たって必要となる具体的な書類の作成要領については、平成24年11月19日付け

基安労発1119第1号厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課長通達「受動喫煙防

止対策助成金の申請に係る必要書類の作成要領についてJ（以下「書類作成要領通達」

という。）により定められているところである。

今般、書類作成要領通達を下記のとおり改正したので、了知の上、引き続きその

実施に遺漏なきを期されたい。

言日

書類作成要領通達の別添、別紙2、男lj紙 5、別紙7、別紙ll及び別紙12をjjlJ紙

のとおり改め、別紙4の次に別紙4 2及び別紙4-3を追加し、別紙13の次

にjjlj紙13 2及び別紙13 3を迫加し、 jjlj紙14の次に別紙14-2を追加する。



（別紙）

受動喫煙防止対策助成金の申請に係る必要書類の作成要領

※ この作成要領において、「交付要綱jとは、「受動喫煤防止対策助成金交付要綱（平成23年9

月 16日付け厚生労働省発基安0916第1号厚生労働事務次官通達のJllj添）（最終改正：平成25

年 5月 16日付け厚生労働省発基安0516第2号）JをUづ。また、「交付要領」とは、「受動喫

煙防止対策助成金交付聖書領（平成23年9月 16日付け基発0916第6号厚生労働省労働基準局

長通達のjjlj添）（最終改正：平成26年7月 1日付け基発0701第 1号）」をしづ。

第1 助成金の交付申請

「受動喫煙防止対策助成金交付申請書」（交付要綱様式第1号）、「受動喫煙防止

対策に係る事業計画J（交付要綱様式第1号別添）のほか、交付要領第5の1の（ 1 ) 

②に記載されている書類の添付が必要ですので、以下の1から 11を参考に必要書

類を作成してください。

申請の際には、添付書類も含めて2部提出してください。なお、 1部は申請事業

主の控えとして受付印を押印のよ返却します。

1. 「受動喫煙防止対策助成金交付申請書」（交付要綱様式第1号）

5Jlj紙 1の記載例を参考に作成してください。記載内容は、添付書類の内容と阻

齢を生じることがないよう留意してください。

2. 「受動喫煙防止対策に係る事業計画」（交付要綱様式第1号別添）

別紙2の記載例を参考に作成してください。

3 「第3に規定する不交付要件に該当しない旨の書類」（交付要領第5の1の（1 ) 

②ア）

別紙3の記載例を参考に作成してください。

4. 「直近の労働保険概算保険料申舎書の写し（保険関係が成立して問もない等、

交付申請書の提出日において労働保険概算保険料申告書が提出されていない場

合にあっては、労働保険関係成立届の写し）」

（交付要領第5の1の（ 1 ）②イ）

労働保険事務組合に労働保険の事務の処理を委託している事業主の方は、労働

保険事務組合発行の保険料の領収書の写しを添付してください。

新規に営業を開始する事業場で労働保険関係が未成立の場合は、交付要領第3

不交付要件（ 1 ）に該当するため、交付申請を行うことができません。



5.「中小企業事業主であることを確認するための書類」（交付要領第5の1の（ 1 ) 

②ウ）

資本金又は労働者数が交付要領の第2の（ 1 ）に示す中小企業事業主の要件に

該当することを示す書類を提出してください。ただし、前記4 の「直近の労働

保険概算保険料申告書の写し（又は労働保険関係成立届の写し）Jにより中小企業

事業主の要件に該当することが明らかな場合は、日ljの書類を提出する必要はあり

ません（助成事業主と受動喫煙防止対策を講ずる事業場が別々に労働保険に加入

している場合は、助成事業主が加入する「直近の労働保険概算保険料申告書の写

し（又は労働保険関係成立届の写し）」も提出する必要があります）。

また、申請者が複数の業種を営んで、いる場合、主たる事業の業種を判断した根

拠資料（業種ごとの事業場数、労働者数、売上高等がわかる資料）を提出してく

ださい。

参考・交付要領の第2の（ 1 ）に示す中小企業事業主の要件

業種 ①常時雇用する労働者の数 ②資本金の規模

卸売業 100人以下 1億円以下

小売業 50人以下 5, 000万円以下

サービス業 100人以下 5,000万円以下

上記に該当しない業種 300人以下 3億円以下

6. 「喫煙室の設置等をしようとする場所の工事前の写真（申請日から 3か月以内

に撮影したもの）」（交付要領第5の1の（ 1 ）②エ）

喫煙室の設置等をしようとする場所全体を収めた写真に加え、換気扇等を設置

する予定の箇所及び電気工事等を施工する予定の箇所について撮影した写真を提

出してください。また、写真には可能な限り撮影日も記載してください。

デジタノレカメラを使用して撮影した写真等について、複数の写真をA4用紙等

に配置して印刷する場合は、工事予定場所の施工前の状況が明瞭に確認できるよ

う、解像度、印刷方法等を設定の上、印刷してください。

7 「設置等しようとする喫煙室等の場所、仕様、換気扇等の設備、利用可能な人

数、その他助成事業の詳細を確認できる資料J（交付要領第5の1の（1 ）②オ）

( 1 ）「設置等しようとする喫煙室等の場所、仕様Jについて

助成金の交付対象となる事業場内の設計図（平面図）を添付し、設計図に

は、換気扇等の設備を配置する笛所、電気工事、配管工事等を施工する箇所

及び喫煙室等の喫煙区画内部への空気の流入が想定される箇所について記載

してください。また、必要に応じ拡大した図面等を添付し、設置等する喫煙



室等の仕様を明確にしてください。さらに、前記6. により提出する写真に

ついて、写真の擬影場所を起点として撮影した方向に向かう矢印を記してく

ださい。

また、椅子や空気清浄機等のうち移動可能な備品・装置を交付対象に含め

ている場合は、その装置・備品の設置位置を設計図上で明示してくだ、さい。

さらに、喫煙室の設置等の場合は、喫煙室の出入口の立面図を添付してくだ

さし、。

( 2）「換気扇等の設備」について

受動喫煙防止対策に資する設備として設置する予定の換気扇等について、

仕様書、取扱説明書等から受動喫煙防止対策に関係する性能（ 1時間当たり

の処理風量、集じん効率等）を示す部分の写しを添付してくだ、さい。

( 3）「利用可能な人数jについて

座席等を設ける場合は、（ 1 ）で示した設計図においても明記してください。

なお、「受動喫煙防止対策に係る事業計画」（交付要綱様式第1号月lj添）で記

載した内容と阻離を生じないよう留意してください。

( 4）「その他助成事業の詳細を確認できる資料」について

( 1 ）から（ 3）までのほかに、喫煙室等に設置する機械装置、設備、備

品の仕様が分かる資料を添付してください。また、喫煙室の設置等において、

壁紙、床材等の建材を使用する場合は、その仕様が分かる資料も添付してく

ださい。

8. 「交付要領第5のlの（2）の要件を満たして設計されていることが確認でき

る資料J（交付要領第5の1の（1 ）②カ）

jjlj紙4からjjlj紙4 3までの記載例を参考に、現在の事業場の喫煙状況等の情

報を必要に応じて用いながら、交付要領第5の1の（2）で定める次の措置ごと

の要件について、換気装置の性能、喫煙室出入口の面積、空気清浄装置の集じん

効率、処理風量等から判断して要件を満たすことを確認できる資料を作成し、添

付してください。

なお、木助成金の交付要件を満たすための方法は、厚生労働省の委託事業であ

る「受動喫煙防止対策に係る相談支援事業」の電話相談窓口（電話番号：

050 3537 0777、相談無料）で相談することができます。

① 喫煙室の設置（要件を満たすための改修等を含む。）

喫煙室の入口において、喫煙室内に向かう風速が O守2(m／日）以上となるよう

設計されていること。

②①以外の受動喫煙を防止するための措置（要件を満たすための改修等を含

む。）

顧客が喫煙できることをサーピスに含めて提供している場所（以下「喫煙

区域Jとしづ。）における受動喫煙を防止するための措置として、喫煙区域の



粉じん濃度が 0.15 (mg／旧＇）以下となるよう設計されていること、又は江席の

客席がある喫煙区域における 1時間あたりの必要換気量が 70.3×n (m3）と

なるよう設計されていること。

9. 「事業場の室内及びこれに準ずる環境において、（2）の①に定める要件を満た

す喫煙室又は（2）の②の措置を講じる場所以外においては喫煙を禁止する旨を

説明する書類」（交付要領第5の1の（ 1 ）②キ）

別紙5の記載｛frjを参考に記載してください。

10. 「喫煙室の設置等に係る施工業者からの見積書の写し」（交付要領第5の1の

( 1 ）②ク）について

見積書は、作成日、施工業者、工事の依頼者である助成事業主が明記されてお

り、使用する建材の規格や数量、設置する機器の型式や台数等が確認できるもの

を提出してください。なお、前記7. ( 1 ）で提出する設計図の内容と照合するこ

とができるよう留意してください。

11. 「その他都道府県労働局長が必要と認める書類J（交付要領第5の1の（ 1 ）② 

ケ）について

別紙5 2の記載例を参考に、助成金振込先申請書を提出してください。その

ほか、受動喫煙防止対策に関する事業計画を個別に審査する上で必要なものとし

て都道府県労働局長から指示があった場合に添付してください。

例えば、建物の一部区間を賃借して営業している事業場について交付決定を受

けようとする場合、工事の施工について貸主等施設管理者の承諾を受けている旨

の書類を添付する必要があります。

第2 交付申請の取下げ

jJ IJ紙6の記載例を参考に申出書を作成し、 2部提出してください。なお、 1部は

申請事業主の控えとし亡受付印を押印の上返却します。

第3 変更の承認申請

下記①～③の資料を2部ずつ提出してください。なお、 1部は申請事業主の控え

として受付印を押印のと返却します。

① jJIJ紙 7の記載例を参考に作成した交付要綱様式第4号「受動喫煙防止対策助

成金交付決定内容変更承認申請書」

② 「受動喫煙防止対策助成金交付決定通知書」（以下「交付決定通知書jとし寸。）

の写し



③既に交付決定を受けた事業の内容の変更について都道府県労働局長の承認を

受けているものがある場合にあっては、「受動喫煙防止対策助成金交付決定内容

変更承認通知書J（以下「変更承認通知書j とし寸。）の写し

第4 中止（廃止）承認申請書

別紙8又は別紙9の記載例を参考に交付要綱様式7号「受動喫煙防止対策助成金

事業中止（廃止）承認申請書Jを作成し、交付決定通知書の写しと併せて2部ずつ

提出してください。なお、 1部は申請事業主の控えとして受付印を押印の上返却し

ます。

第5 事業実績報告

交付要綱様式第9号「受動喫煙防止対策助成金事業実績報告書J及びその別添「受

動喫煩防止対策に係る事業結果概要報告書兼助成金振込先申請書」のほか、交付要

領第5の2の（1 ）②に定める書類について、以下の1から8に留意の上、必要書

類を作成してください。

申請の際には、添付書類も含めて2部提出してください。なお、 1部は申請事業

主の控えとして受付印を押印の上返却します。

1 「受動喫煙防止対策助成金事業実績報告書」（交付要綱様式第9号）

別紙 10の記載例を参考に作成してください。記載内容は、添付資料と組蹄を生

じることがないよう留意してください。

2. 「受動喫煙防止対策に係る事業結果概要報告書兼助成金振込先申請書」（交付要

綱様式第9号別添）

別紙 11の記載伊jを参考に作成してください。（2）助成金振込先について、交

付申請時に提出した情報から変更がない場合は、「口座番号」欄に「交付申請時と

変更なしJと記載してください。

3. 「交付決定通知書の写し」（交付要領第5の2の（ 1 ）②ア）及び「交付決定内

容の変更を受けた場合は、変更承認通知書の写し」（交付要領第5の2の（1 ) 

②イ）

都道府県労働局長が通知した交付決定通知書の写しと、交付決定内容の変更の

承認を受けた場合はその全ての変更承認通知書の写しを添付してください。

4，「受動喫煙防止対策に係る事業の領収書及び当該経費に係る内訳の写し（事業

実績報告書の提出日において領収書が発行されていない場合にあっては、受動喫



煙防止対策に係る事業の請求書及び当該経費に係る内訳の写し）」（交付要領第5

の2の（ 1 ）②ウ）

( 1 ）「領収書（又は請求書）Jについて

領収書（又は請求書）の作成日、施工業者及び工事の依頼者である助成事

業主が記載されていることが必要となります。なお、請求書により事業実績

報告を行う場合は、助成金交付後1か月以内に、別途施工業者からの領収書

の写しを都道府県労働局長に提出する必要があります。

( 2）「内訳j について

助成金の対象となる機器、建材、備品等について規格、数量及び価格が品

目ごとに確認できるものであることが必要です。なお、領収書（又は請求書）

にこれらの内訳が詳細に記載されている場合は、内訳として別に添付する必

要はありません。

5. r設置等をした喫煙室等の場所、仕様、換気扇等の設備、その他実施した受動
喫煙を防止するための設備、備品等の詳細を確認できる写真J（交付要領第5の

2の（ 1 ）②エ）

以下の（ 1 ）及び（2 ）により、任意の様式にて工事を終了した直後に撮影し

た写真を添付してください。また、写真には可能な限り撮影日も記載してくださ

。、、
huv

デジタノレカメラを使用して撮影した写真等について、複数の写真をA4用紙等

に配置して印刷する場合は、工事の施工内容が明瞭に確認できるよう、解像度、

印刷方法等を設定の上、印刷してください。

( 1 ）「設置等をした喫煙室等の場所、仕様」の写真について

喫煙家等を設置等した場所について、喫煙可能な区画の外から撮影した概

観の写真のほか、喫煙可能な区画内部の全体像が把握できる写真を添付して

ください。

( 2）「換気扇等の設備、その他実施した受動喫煙を防止するための設備、備品等

の詳細」の写真について

換気扇等の受動喫煙防止対策に関係する設備、備品等が実際に設置された

ことのほか、関係する工事が全て施工されたことを確認できる写真を添付し

てください。

s. r交付決定を受けた内容と実際に実施した事業が相違ないととを説明する書類」

（交付要領第5の2の（ 1 ）②オ）

)31J紙 12の記載例を参考に作成してください。

7. 「実施した受動喫煙を防止するための措置が、 1の（ 2）の要件を満たしてい

ることを確認できる書類」（交付要領第Sの2の（ 1 ）②カ）



都道府県労働局長から交付決定を受けた次の①から③の事業内容に応じ、交付

決定された事業の要件に関する状況を確認した書類を添付してください。

なお、厚生労働省の委託事業で、浮遊粉じん濃度及び風速を測定するための機

器としてデジタル粉じん計及び風速計の貸出しを無料で行っていますので、必要

に応じて活用してください。

① 喫煙室を設置等した場合

別紙13の記載例を参考に、喫煙室出入口において喫煙室内に向かう風速（平

均値）を測定し、その結果について記録した書類を添付してください。

② 「喫煙室以外の受動喫煙を防止するための措置」として、粉じん濃度の低

減措置により交付決定を受けた場合

別紙 13 2の記載例を参考に、通常営業時の使用条件において浮遊粉じん

濃度（平均値）を測定し、その結果について記録した書類を添付してくださ

。、
B
U
M
－
 
③ 「喫煙室以外の受動喫煙を防止するための措置」として、換気量を増加さ

せる措置により交付決定を受けた場合

別紙 13 3の記載例を参考に、設置した換気装置により生じる風速の実測

値（平均値）と関口部の断面積を基に、換気量を算出した結果を資料として

添イ寸してください。

8. 「その他都道府県労働局長が必要と認める書類J（交付要領第5の2の（ 1 ）② 

キ）

助成金の額の決定に関する個別の審査を実施する上で必要なものとして都道府

県労働局から指示があった場合に添付してください。

第6 事業で設置した喫煙室の現状報告

交付要綱第 16条に基づき、本助成金の適切な運用を確保するために、都道府県

労働局長から講じた措置の現状報告を求められた場合、喫煙室の場合は別紙 14の

記載例を、喫煙室以外の受動喫煙を防止するための措置の場合は別紙 14← 2の記載

例を参考に報告書を作成し、提出してください。

その際、前記第5の5.に掲げた「設置等をした喫煙室の場所、仕様」などに準

じて撮影した写真を適宜添付してください。



様式第1号WJ添

(;}jlj紙 2)

受動喫煙防止対策を実施する事業場（店舗など）の名称を記載してください。
「喫煙室以外の受動喫爆を防止するための措置Jを講ずる場合は、措置を講ずる童茎
の業穫を、事業場の名称の後に括弧書きで記載してください。

孟郎防此対策に生る事業計画

事業場の名称受動喫煙防

止措置を実

施する事業

場

受動喫煙紡止対策を実

施するF事業場（店舗な
働保険番号を

ください。

「喫煙頭以外の受動喫煙

を防止するための措置Jの

場合はJ皆置を講ずる喫煙
可能な層域の床面積を記

載してく；三さい。

業

問
事

期

喫煙室の面

積

事業の概要

（注1) 

厚生労働食堂霞が関店

業種（該当する番号にCを付すこと 「申請者が複数の業穫を営んでいる場合は、一一一一一一一一一～←

①卸売業 一一一一一一て~t~－~業種についてOを付Lてください二
弘通二＠封切－~；~－~ • ll~~~：~iゴワ－業 ι 
⑤情報通信業（放送業、情報サービス業等） ⑥物品賃貸業

⑦学術研究、専門・技術サービス業 ⑧宿治業 ⑨生活関連サービス業 ⑬娯楽業

③教育、学習支援業 ⑫医療、福祉 ⑬復合サービス事業（郵便局、協同組合）

⑬サーピス業（廃棄物処現業、自動車整備業、機械等修理業、職業紹介・労働者派遣業等）

⑬農業 ⑬林業 ⑪漁業 ⑬鉱業、採石業、砂利採取業 ⑬建設業 ⑫製造業

⑫電気・ガス・熱供給・水道業 ⑫情報通信業（通信業等） ⑫運輸業、郵便業

益輝d業 ＠保険業 ⑫不動産業 ⑫その他（ ） 

労働傑総番号

13-0-00-000000-000 

所在地千100-8916 j動幌帰国誌を薬師碍
l場（店鱗など）の郵便番号、所在

東京都千代田区霞が関1丁目 2番2号く電話番号を記載して〈ださい。

（電話番号 03 0000 －一一一

連絡担当者の所属及び氏名 「面倒局から連絡や問合せを行う場合に、対応がで

総務部 安衛 一郎4こえきる担当者の連絡先を記載してください。

（電話番号 03 ムムムムームムムム ） 

約5日間 「詰付決定を受けてから工事着工となりま

着工予定 平成25年7月 6日 団夕、余裕を持った予定としてください。

手完了予定：平成25年7月 11日 「J空煙鷹山中り宅型宇燥を防止するた貯の
十1情Jげ滞合まオ昔置を講宇る喫煙可書削除区

喫煙室の定札場面元自主載し宗五しこ 凶 V

7 5 (m') I員 「一一~一（人）

・店舗内（客席の隅）に喫煙室を設置 ／白下の内容について記載してくだ住い0

・天井 l ：： ~a·iJ7r:.i を 2 箇所設置し屋外排気を実施 計きれない場合は欄を広げる州、別紙
己＂＂＇＂＂＇ こ記載しても構いません。

開出入口は、自動的に閉まる引き戸を採用 ①講じる措置の種類（「喫煙室」か「喫
｜煙室以外の措置」か）、 cg措置を講じる場

開換気扇には遅れ停止スイッチを使用 てヶー」語、③受動喫煙防止のための措置：概要、

※ 設計図は別添Oとして添付 ＼＼  雪出入口の仕棟（概要）、⑤特記学項（他
、 こ設置する設備、店舗の全面改舗に併せ
て実施など）

助成対象経｜｜受動喫煙防止対策に関する費用（消費税を含む。）のみを記
！｜ 載してください。他の工事と併せて実施し、分けることの

費（税込） ｜｜ できない経費は、按分して算出することが必要です。 ア1, 575, 000 円
助成金申請内成対象経費（税込）の2分の1（よ限は 20,0.~円、 1oof
金額（注zl Iし円未満の端数は切り捨て）の額を記載してください。 _J 787, 000 円
注1 受動喫煙防止措慣を実施した場所、仕様等の内容を記載すること。また、工事予定の図面を添付

すること。

注2 助成対象経費の2分の 1 （千円未満は切捨て）又は200ノJ円の低い方の額を記載寸ること。



受動喫煙防止対策を実施する事業場（店舗など）の所在する

都道府県の労働局長名としてください。
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東京労働局長殿

申請事業主の主たる事務所の

① 所在地

②法人名

③代表者の職名、氏名

を記載してください。

東京都千代田区霞が関 1γ目2番2号

厚生労働商事株式会社 ／「＼

代表取締役 厚労太郎 -1 n 

代表者印を押印してくださL" . 「喫煙室以外の受動喫煙を

防止するための措置」の場合

は、「設置する予定の喫煙室」

の部分は「措置を講じた喫煙

区域（及び要件を満たす喫煙

室主）」と記載してください。

受動喫煙防止対策に関する今後の方針について

受動喫煙防止対策を実施する事業場（店舗など）の名称を記載してください。

今般、受動喫煙防止対策に官が試を請を提出した「厚生労働食堂 霞が関店jにおい

ては、受動喫煙を防止するため、今後設置する予定の喫煙室以外の場所では事業場内の喫

煙を禁止する対策を講じることとするので、申し出ます。

なお、具体的には、以下の取り組みを実施長ヲて ！：＇. こ3ψ徹底を図ることを予定してお
ります。 f宿泊業で、客室を禁煙としなし場合は、以下の文章を挿入してください。

「ただし、以下に示す場所は従業員の滞在時間等が限られるため、喫煙を禁止

ナる対策は講じないこととする。」
（具体的な取り組み） ！来宿泊施設における客室は特別な例外であって、原員I］として喫煙室や換気措

・客席の既設灰皿の撤去 に」置を講じた区域以外で喫煙可能な場開設定することは認められませ土

・店舗内各所へ喫煙室を設け、それ以外の場所を禁煙にしていることについて周知する

ステッカーを貼付するほか、メニュー表の隅の余白や店舗ホームページを利用した間
『ミご一一←

知を行う。
申請した事業場内での受動喫煙防止対策を徹底するために
実施する取り組みを記載してください。

宿泊；業で、客室を禁煩としない場合は、以下の文章を挿入してください。

「（喫煙室以外で喫爆を認める場所）

－客室（全O客室中、ム客室）」

※．宿泊施設における客室は特別な例外であって、原則として喫煙室や換気措

世を講じた区域以外で喫煙可能な場所を設定することは認められません。



（別紙7)

様式第4号

受動喫煙防止対策助成金交付決定内容変更承認申請書

h ' r所轄労働局への提出年月白を記載してくださし。〕
交付決定通知書の発行を受けた都道府県の労働局長名と I I －－－－ー－－－－

平成25年6月30日

東京労働局長殿

申請事業主の主たる事務所の

①所在地 ＼東京都千代同区霞が関 1丁目 2番 2号

②法人名 ド厚生労働商事株式会社 ／「＼
③代表者の職 名 I I ~~ . ¥ 

円 叩 H I 代表取締役 厚労太郎 _( D ) 
を記載して 三い。 ) ~ ~n ，、、－・ －てフ，，..＼ ド

〔交付決定通知書の日付と番号を記載してくださし。J 川表者向押印してくださ仙 i

平成25年6月20白付け00号をも勺て交付決定を受けた受動喫煙防止対策助成金につ
いて、交付決定を受けた内容を下記のとおり変更したいので、受動喫煙防止対策助成金交

付要綱第7条の規定により申請します。

言日

今回の記載例l立、助成対象経費として 1,575, 000何で

交付決定を受けた事業昔、 125,coo円増額して、総額
1, 700,000内tして変更承認申請した場合を想定して
います。

金額の変更を伴わない場合（例 実績報告日の変更）

、g;g1聞としてください。
1 助成対象経費

今回変更申請金，t
（うち今回の封首額）減額） 申請額

同
リ
白
い

nu 
n
U
 
0
 

0
 
0
 

づ，金

金 125, 000 

2 助成金の額

今回変更申請金額 金 850, 00 0 円

（うち今回の傾診減額）申請額 金 63, 000 円）

3 事業内容（受動喫煙防止対策助成金交付申請書及びその添付書類）における変更箇所

項目 変更前 変更後 変更の理由

1 交付要繊様 天井に河口77ンを 2 天井に河川77ンを3笛 交付決定を受けた設備では、
式第 1号別

箇所設置 所設置 I, 交付要領で定める喫煙室の要j恭「事業の概 件を満たせなかったため。

要」欄 ※変更後の配置図は別紙参照。

2 
ァ……ーに二

変更箇所に下線を引いてくだ

さい。

図の場合はO囲みでも可です。

備考 1 内容を変更する箇所の数に応じて、欄を迫力日又は削除すること。

2. 枠内に記載できない内容は、 r JlrJ紙参照」と記載の上、 jjlj紙（様式自由）に記載すること。

3 必要に応じて変更内容の詳締を確認できる書類、図面等を添付するとと。

4. 本様式の別添として、交付申請時に提出した交付申請書（様式第1号）、その別添及び関係資料

について、本変更承認申請により変更を行う箇所を明示した上で提出すること。



様式第日号別添

(jjlj紙 11)

受動喫煙防止対策に係る事業結果概要報告書兼助成金振込先申請書

受動喫煙防止対策を実施した事業場（店舗名など）

要

一

晴

概

一
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一
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口

一
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町一「名

受
一
村了士

り
γ業

（
一
事
称

事業の実施

期間

面

要
の

一

概

）

申
至
一
の

1

煙

一

業

注

喫
積
一
事
（

5 日間 ［事業計画に記載した工期ではなく、

着工 平成25年7月 6日ぷ実際の工期を記載してください。

完了 I平成25年7月 11日

喫煙室の定

7 5 (m') I員

－店舗内（客席の隅）に喫煙室を設置

・天井に河川7rンを2箇所設置し屋外排気を実施

困出入口は、自動的に閉まる引き戸を設置

－換気扇には遅れ停止スイッチを使用

※工事施工後の写真は別添Oとして添付

6 （人）

以下の内容について記載してください。
書ききれない場合は欄を広げるかl~I）紙
に記載しても構いません。
①講じた措置の種類（「喫煙室J 、「喫
煙室以外の措置」か）、②措置を講じた場
所、CT受動喫煙防止のための措置の概要、
④出入口の仕様（概要人R：特記事同（他
に設置した設備、店舗の全面改装こ併せ
て実施など）

交付決定さ

れた内容の

変更

助成対象経

費（税込）

助成金申請

額（注2)

（あり ※どちらかにOを付すとと。

交付決定内容の変更を行った場合の承認日とその文書番号，

①平成 年 月 日付け（交付決定内容の変更を行った場合は記載し｜口
｜てください。書ききれない場合は欄を広げ｜

②平成 年 月 日付けL制＼別紙に記載してください。 J 

交付要綱様式第9号（2）助成対象経費（精算

額）に記載した額を記載してくださいE 二：：：：＞－ 1, 575, 000 円

交付要綱様式第9号（ 3）助成金申請棋に記載

した額を記載して〈ださい。 ／二＝〉 787, 000 円

It 1 受動喫燈防止措置を実施した場所、仕様等の内容を記載すること。また、事業完了後の図面及び

写真を添付すること。

注2 工事費用の2分の l （千円未満は切捨て）又は200万円の少ない方の額を記載すること。

j交付申請時に提出した別紙ト2の内容と異なる場合は 詳細を］
記載してください（記載例は別紙5 2参照）。

＼ム j o/JβJ心主巴fl.医ビとフE

金融機関等名称 支店等名称

口座番号 交付申請時と変更なし
バ

預金種別 普通 当円 どちらかにOを付すこと。

ブリガナ

／ （  口座名義

／ 

交付申請時に提出した別紙5-2の内容と変更がない場合lι 「交付申請時と変更なし」

と記載してください。



(jjlj紙12)

所轄労働局への提出年月日を記載してください。

交付決定通知書の発行を受けた都道府県の労働局長名と
平成25年8月 1日

東京労働局長殿

東京都千代田区霞が関1丁目 2番2号

厚生労働商事株式会社 ／ー＼

代表取締役 厚労太郎 ~l n 

代表者印を押印してくださし 。i

「喫煙室以外の受動喫煙を

防止するための措置」の場合

は、「喫煙室の設置工事Jの

部分lま「措置に係る工事）」

と記載してください。

受動喫煙防止対策関係事業の実施内容について

今般実施した受動喫煙防止対策としての喫煙室の設置工事については、平成25年6月1
日付けで受動喫煙防止対策助成金交付申請書を提出し、平成25年6月20日付け00号に

より東京労働局長の交付決定を受けた内容に従って実施したものガ』り、当該交付決定内

容から逸脱するものではないことを申し出ます。

交付決定通知書の宿付と番号を記載してください。

※交付決定内容の変更車認を受けた場合、その旨を記載する

必要はありません。



(jjl J紙4-2) 

「厚生労働食堂霞が関店Jにおける

喫煙室以外の受電車喫煙を防止するための措置に関する工事について

厚生労働商事株式会社

今回「厚生労働食堂 霞が関店jにおいて実摘する受動喫煙を防止するための措置は、

以下のとおり、受動喫煉防止対策助成金交付要領の第5の1の（2）の②に定める要件を

満たすよう設計されたものであることを申し出ます。

1.受動喫煙を防止するための措置の内容について

現在、客席（全客席数80席）の2割を喫煙席、残りを禁煙席とし、喫煙席と禁煙席の

聞は出入口を除きパーティションで、区切っている。今回、喫煙席における粉じん濃度の！

条件を満たすよう換気能力を強化することで受動喫煙の程度を低減させるものである。

2.事業場内における現状について

浮遊粉じん濃度はデジタル粉じん計（P社製 型式名 OR-50S）により測定した0

・現在の喫煙時間帯の喫煙席内における平均浮遊粉じん濃度 0. ,2Q (mg/m3) 

※最も利用者の多い土曜日 19 00～21 00における実澱値 「最も喫煙者が多い時間帯で測定し、

・喫煙席の喫煙可能時間帯の平均喫煙本数 18 （本／時間）｜測定値の平均が0.15 '.mg/mりを超
えることを確認してください。

3.浮遊粉じん濃度0.15(mg/ms）以下を満たすための時間当たりの必要換気量

「職場の喫煙対策のすすめ 受動喫煙防止のために 」中央労働災害防止協会（2009)

p.101 を参考にして、以下のとおり算出した。

必要排気風量（m' /h) 
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4.喫煙区域内の換気方法について

既存の換気設備（A社製型式名： BC-75D 処理風量 700mS/h）が経年劣化している

ため、これを廃することとし、新たに天井埋込型のシロツコファン（X社製型式名－

YZ-100A）を喫煙席内 2箇所に設置し、喫煙席内の空気を屋外に排気する。

処理風量については、「強」 900(m3/h）、「弱J745 (m3/h）の2つがあるが、通常は「弱」

で使用する予定である。

上記換気装置2台による理論上の処理風量は、 745x 2 = 1, 490 (m'/h）となる。

以上より、

豊孟蓋量i三よ主主島理風量 1『490(m3/h) > 必要換気量 L1QQ__血立h2
となり、受動喫煙を防止するための措置のうち、喫煙区域における浮遊粉じん濃度の要

件を満たすこととなる。

工事後に喫煙区域の浮遊粉じん濃度を実測する際、設置条件等によって換気装置等の理論上の処理風景を
下回り、要件に合致しない場合があることから、必要換気量等に対し余裕を持たせるよう努めてください。
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「厚生労働食堂 霞が関店」における

喫煙室以外の受動喫煙を防止するための措置について

厚生労働商事株式会社

今回「厚生労働食堂 霞が関店j において実施する受動喫煙を防止するための措置は、

以下のどおり、受動喫煙防止対策助成金交付要領の第5の1の（2）の②に定める要件を

満たすよう設計されたものであることを申し出ます。

1 受動喫煙を防止するための措置の内容について

今回、受動喫燥を防止するために実施する措置は、客席（全客席数80席）の2害ljを喫

煙席、残りを禁煙席とした上で、喫煙席における必要換気量の条件を満たすことにより

受動喫煙の程度を低減するものである。なお、喫煙席と禁煙席の間は出入口を除きパー

ティションで区切ることとする。

2. 必要換気量の算出

( 1 ）喫煙が可能な区域の席の数

80 （席）× 0.2=16（席）

( 2）喫煙区域における必要換気量

70.3 (m3/h) x 16 （席）キ 1125 (m3/h) 

3.喫煙区域（喫煙席）内の換気方法について

( 1 ）の「喫煙が可能な区域の席の数」を代入

してください。 70.3 (m3 /h）は固定値です。

天井埋込型のシロッコファン（X社製 型式名 YZ-100A）を喫煙席内に2箇所増設す

る。

処理風量については、「強J900 (m3 /h）、「弱J745 (m3/h）の2つがあるが、通常は「弱」

で使用する予定である。

上記換気装置2台による処理風量は、 745x 2 = 1, 490 (m3/h）である。

以上より、

換気装置による処理風量 1. 490 (m3/h) > 必要換気量 1. 125 (m3/h) 
となり、受動喫煙を防止するための措置のうち、喫煙区域における 1時間当たりの必要

換気量の要件を満たすこととなる。

工事後に換気装置の処理嵐量を実測する際、設置条件等によって換気装置の理論上の処理風量を下回

り、要件に合致しない場合があるため、必要換気量に対し余裕を持たせるよう努めてください。
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複数の場所で措置を講じた場合は、場所ごとに作成してください。
(Jjlj紙 13-2) 

粉じん濃度の要件に対する適合状況の確認結果（例）

」L ’』，f、『J＂ー’ J 〆r、』NL!.-:;.「『’J

［酬肌対策を実施した事業場（開問、

の名称在自載してください。 ~ 

( 1 ）事業場の名称 厚生労働食堂霞が関店

( 2）測定の実施日時 平成26年7月 16日（水）

( 3）測定場所 店舗内の喫煙席（16席） 正「粧合蜘は、場軒所丹が市特定で在き講る日よう璃に
日制＇ .，ど 1悼式l、

( 4）測定時間 14 : 00 ～ 14 : 30 

（所属）厚生労働商事株式会社
( 5）測定実施者

（氏名）安衛一郎

2.措置を講じた場所の概略図（主要な設備、測定機器の配置）

3. 測定結果

測定項目

（測定場所）

浮遊粉じん濃度

（店舗内の喫煙席、

床上約 1.2 m) 

、n_, ' ＇晶、、、

措置を講じた場所のふかん図を記載し、主要な設備（換気扇など）、出入り
口などの関口部や測定地点が大まかにわかるように記載してください。

また、測定点の位置をアルフアベット（丸岡み）で示してください（「3
測定結果Jの測定点と一致させること。）。測定点は3～5mの等間隔で複数
箇所とすることが望ましいです。

測定点 浮遊粉じん濃度の実測値※

A 0. 09 mg/m3 
'""""''' • ""'"' ''"'""'' '"'" '"'"'' ＇＂＂円

B 0. 16 mg/ms 

c 0. 11 mg/m3 

D 0. 07 mg/ms 

E 0. 13 mg/ms 

平均値 0. 092 mg/ms 

測定して、その平均値を記載することが望
」



複数の場所で措置を講じた場合は、場所ごとに作成してください。
(jjiJ紙 13 3) 

必要換気量の要件に対する適合状況の確認結果（例）

市動喫煙防止対策を実施した事業場（店舗名など）～

の名称を記載してください。
」ι・v、"..Jf'.L. ~ ./ _,7丸一ML!.'.! ト→ τコー

( 1 ）事業場の名称 厚生労働食堂 霞が関店

( 2 ）測定の実施日時 平成26年7月16日（水）

( 3 ）測定場所 店舗内の喫煙席（16席） ~－：記合数載l土、めし場乙場所向Uがi特辛定い置で。をき講るじよ明うl
( 4）測定時間 14 : 00 ～ 14・30

（所属）厚生労働商事株式会社
( 5 ）測定実施者

（氏名）安衛一郎

2. 措置を講じた場所の概略図（主要な設備、測定機器の配置）

3.測定結果

測定項目

（測定場所）

風1,,1・風速

（喫煙区域への

出入口）

措置を講じた場所のふかん図を記載し、主要な設備（換気扇など）、出入り
口などの関口部や測定地点が大まかにわかるように記載してください。

測定点の高さ
風速の実測値※！

（床から）

上部 1. 8 m 0. 14 mis 

中央部 1 2 m 0. 17 mis 

下部 0. 6 m 0. 15 mis 換気量※2

平均値 0. 153 mis 1 377 m3/h 

※l : ZliJJ以ヒ測定して、その半均値を記載することが望ましい。

※2 ：風速の実測値の平均値をもとに算出する。算出方法は以下のとおり。

換気量（m3/h）ニ関口部の断面積（m＇）×風速の実測値（ m/s）×3,600 (s/h) 

以上により、

換気装置による処理風量 1, 377 (m3/h) > 必要換気量 1 . 125 （ぽ／h)
となり、交付要領で定める必要換気量を満たすことが確認できた。



（別紙14 2) 

平成3l年2月13日

東京労働局長殿 所轄労働局への提出年月日を記載してください。

東京都千代田区霞が関 1丁目 2番2号

厚生労働商事株式会社 ／／「＼

代表取締役 厚労太郎 _,.¥ ~ 

代表者印を押印してくださ L0 I 

受動喫煙防止対策関係事業で措置を講じた区域の現状について

交付額確定通知書の日付と番号を記載してください。

平成26年9月19日付け00号により受動喫煙防止対策助成金交付額確定通知書を受け

た受動喫煙防止対策関係事業で措置を講じた区域（以下「喫煙区域j という。）について、

平成31年2月刊舶の状況を以下のとおり報告見L
交付額確定通知書などで指定された報告基準日を記

記 l載してください。

1.本事業で取得した財産の処分 （円引・ 有）

（「有」の場合、処分した備品等の名称；処分日、売却額および処分した理由を記載）

2. 帳簿及び書類の保存状況 (@  不良 ） 

3 

4. 喫煙区域以外の事業場内の場所での喫煙 （⑥  有 ） 

5. 助成を受けた備品などの喫煙区域以外での使用 （⑥  有 ） 

（「有」の場合、使用した備品の名称、喫煙区域外での使用頻度、使用した理由を記載）

6.現在の喫煙区域の状況

措置を講じた区域の1白あたりのおおよその延べ来客人数

を記載してください。

t.----「

別添Oの写真のとおり。現在、 1日に延べ00人が喫煙区域に来客している。


